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A．研究目的 
本研究は、障害特性等に合わせた適切な支

援により、利用者の利用時間・日数の増加、

および利用者の工賃向上を実現した実績のあ

る就労継続支援 B型事業所（以下、B型事業

所とする）における支援内容や工夫等を整理

し、効果的な支援プログラムを開発し、その

実施マニュアルを作成するものである。 

B型事業所は、障害のある者がその適性に

応じて能力を十分に発揮し、地域で自立した

生活を実現するために重要なサービスであ

り、利用者に支払う工賃水準の向上に努める

ことが求められている。平成 30 年度の報酬改

定では、B型事業所における利用者への支払

い工賃が高いほど、利用者の自立した日常生

活や社会生活に繋がる可能性を鑑み、平均月

額工賃による報酬区分が設定された。本報酬

改定に対しては、B型事業所からの、①障害

特性等により短時間や少ない日数の利用しか

できず、その結果月額工賃を高くすることが

できないとの主張がある一方で、②精神障害

者など長期間にわたる社会参加が困難で、か

つ当初は短時間や少ない日数の利用者であっ

ても、適切な支援により時間・日数を徐々に

増やすことができるとの主張もある。 

本研究では、B型事業所における精神障害

のある利用者の工賃向上のために取り組まれ

ている工夫並びに実践の現状と課題を踏まえ

た上で、支援プログラム実施のためのガイド

ラインを作成し、様々な地域における B型事

業所での活用に資することを目的とした。

B．研究方法 

 研究協力者の中尾文香と片山優美子と作業

委員会を組織し、これまで B型事業所の実践

で好事例とされてきた取り組みに関する情報

を収集した。必要に応じて、実践者に連絡と

取り、直接情報を確認した。これらの好事例

研究要旨 

精神障害者等が利用する就労継続支援 B 型事業所には、一般就労を目指すトレーニング的な取り組みも

あれば、社会参加の場としてのソーシャルネットワークづくりの場としての取り組み、生きがい・生活の目

標づくりの場としての取り組みなど多様な実践がみられる。本研究では、これまで研究協力者が取り組ん

できた精神障害者の QWL（クオリティ・オブ・ワーキングライフ、労働生活の質）、ディーセント・ワーク

（働きがいのある労働）の２つを中心に据えて、就労継続支援 B 型事業所を運営するにあたっての留意点

を検討し、ガイドラインの作成を行った。

本ガイドラインでは、就労継続支援 B 型事業所において精神障害者のディーセント・ワークを達成する

ために次の６つのポイントを指摘した。①個々の特性や強みを生かす、②本人の気づきとモチベーション

を高める、③理念や目標を共有し、チームで仕事をする、④失敗しながら成長に向けて挑戦する、⑤柔軟で

あるための「あそび」をもつ、⑥地域との関りをもつ、社会参加を進める。

これまでの職業リハビリテーションでは、障害者自身に対する訓練による職能の向上を基盤とし、あわ

せて職場環境の改善を推進していく取り組みが主であった。これに対して、この６つのポイントのうち、

「③理念や目標を共有し、チームで仕事をする」にみられるように、本ガイドラインでは、障害者も職場チ

ームの一員として、障害の有無や程度に関係なく、信頼関係を醸成しながらチームメンバーとして活動で

きるための就労継続支援 B 型事業所の意識変革を求める点で特徴的ある。 
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の情報の整理と B型事業所に関する先行研

究、文献資料の収集と整理を通して、支援の

ためのガイドラインをまとめた。 

（倫理面への配慮） 

倫理的配慮が必要な調査研究に関しては、

研究分担者の所属する筑波大学・東京地区委

員会の作成した研究倫理マニュアルの基準に

そって対応した。なお、本研究に関しては、

公開されている文献資料の整理作業を中心に

まとめたためヒトを対象とする調査研究では

ないため研究倫理審査の対象とならないこと

を確認した。

C.研究結果

本研究結果として、「就労継続支援 B 型事業

所における支援プログラムとマネジメントガ

イドライン（ディーセント・ワークをベースと

して）ガイドライン」（６８頁）を次ページ以

降に示す。なお、この結果は冊子として、NPO
法人ディーセント・ワーク・ラボ(2019)『ディ

ーセント・ワークを目指した職場と組織をつく

る』として、平成３０年度独立行政法人福祉医

療機構社会福祉振興助成事業「障がい者就労・

雇用を導くリーダー研修事業」中尾文香(2017)
「障害者への就労支援のあり方についての研

究」（風間書房）をもとに加筆修正・改変し、

就労継続支援 B 型事業所の状況に合わせて作

成したものである。ガイドラインの内容に関し

ては、資料参照のこと。

D. 考察

上記に含まれる。

E.健康危険情報

なし

F.研究発表

1.論文発表

なし

2.学会発表

なし

G. 知的財産権の出願・登録状況

1.特許取得

なし

2.実用新案登録

なし

3.その他

なし
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